Ⅰ、男女共同参画社会への取り組み
　昨年暮れ、内閣府は男女共同参画社会に関する世論調査結果を発表しました。「夫は外で働き、妻は家庭を守る+べきだ」という考え方について、賛成派51.6％、反対は45.1％だったことを明かしました。

　この質問を始めた1992年から前回調査の2009年まで一貫して賛成が減り、反対派増える傾向が続いてきましたが、今回初めて反転。

　賛成が反対を上回るのは97年の調査以来15年ぶりとなったということでした。この背景には若者の就職難や、女性にとり仕事と育児の両立が無塚しい環境にあることなどが背景にあるとみられます。

　また調査の内容や結果を見てみますと、調査は10月11～28日に、全国の成人男女5000人を対象に個別面接方式で実施した。有効回収率は60.7％。「妻は家庭」に賛成派前回調査に比べて10.3㌽増加、反対派10.0㌽減少。特に20代で賛成が同19.3ポイント増加の50.0％、反対が同20.5％減の46.6％と大きく変動したということです。

　以下、男女共同参画社会への当局の皆様の取り組みを踏まえて以下伺います。

（1）「男女共同参画の取り組みの指標に「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきだ」という考え方に反対する人を活動目標においてきたと考えるが、最近のこうした動きについて、どう考えておられるのか、伺います。

（2）また、このような傾向は、今後の本市の男女共同参画への施策の展開については、どのように考えて、新年度予算編成にあたられたのか。また、そのための重点事業は何か伺います。

（3）男女共同参画社会の象徴として政策・方針決定過程において「指導的地位」に占める女性の割合はゆるやかに増加しているものの，その水準は依然として低く，国も「2020年30％の目標」を掲げていますが我がまちの取り組みについて伺います。
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【考えられる展開】
①豊橋市第5次総合計画・基本計画（H23年度～32年度）では「男は仕事、女は家庭」という固定的な捉え方への否定率を50％以上にします。（H22年度実績では37.3％）。

　また、各種委員会、審議会等への女性委員の参画比率を35％以上にします。（H21年度実績では30.5％）とある。そもそも、このような項目（「男は仕事、女は家庭」という固定的な捉え方への否定率）を指標にして施策を展開することが、いかがなものか。

②国際的に見ても低い水準にある我が国の状況
　政策・方針決定過程において「指導的地位」に占める女性の割合は凍やかに増加しているものの，その水準は依然として低く，政府が定める「2020年30％の目標」を達成していないものがほとんどである。

　また，国際的には，2011（平成23）年に国連開発計画（UNDP）が発表した「人間開発報告書」によると，我が国は人間開発指数（HDI）が測定可能な187か国中12位であり，ジェンダー不平等指数（GⅡ）は測定可能な146か国中14位となっている。一方，世界経済フォーラムが2011（平成23）年に発表したジェンダーギャップ指数（GGI）は，測定可能な135か国中98位となっており，女性の政治・経済活動や意思決定への参画の度合いを示すGGIの順位はHDIやGⅡの順位に此して著しく低くなっている。

 
